
別紙第１　職員の給与等に関する報告

　はじめに

　人事委員会勧告制度は，職員の労働基本権が制約されていることの代償
措置として設けられているものであり，人事委員会は情勢適応の原則，均
衡の原則など地方公務員法の趣旨に則り，中立・公正な専門機関として，
職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について，知
事及び議会に報告・勧告することとされている。
　このうち，職員の給与については，毎年，「職員給与実態調査」及び「職
種別民間給与実態調査」を行い，職員と民間企業従業員の給与を調査した
上で，精密に比較し，職員の給与水準を民間の給与水準と均衡させること
を基本として，国，他の都道府県の状況，地域の生計費その他の事情を総
合的に勘案しながら，報告及び勧告を行っているところである。
　近年，急速な人口減少や少子高齢化の進行，社会経済のグローバル化な
ど，これまでに経験したことのない時代の転換期を迎える中，本県におい
ては，昨年１１月に新たな「茨城県総合計画～「新しい茨城」への挑戦～」
を策定し，その基本理念である「活力があり，県民が日本一幸せな県」の
実現に向け，積極的に政策を展開しているところである。
　職員が対応すべき行政課題も複雑かつ多様化しており，こうした行政課
題に迅速かつ的確に対応し，質の高い行政サービスを提供していくために
は，有為な人材の確保・育成や能力・実績に基づく人事管理を推進する必
要がある。また，長時間労働の是正に向け，時間外勤務の上限設定や職員
の心の健康づくりの推進等，職員の良好かつ効率的な勤務環境の整備に取
り組むことにより，職員の士気や意欲を高め，公務運営の活性化を図って
いくことが必要である。
　こうした中，本委員会としては，職員一人ひとりが時代の大きな変化に
柔軟かつ的確に対応し，自ら意欲を持って困難な業務に積極的に取り組み，
「新しい茨城」づくりに挑戦していけるよう，本年も適正な給与水準の確
保や働きやすい勤務環境の整備等について，調査・検討を重ね，勧告に臨
んだところである。
　本委員会としては，今後とも地方公務員法の趣旨に則り，職員の適正な
勤務条件の確保に努めてまいる所存である。
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１　職員給与の現状
　本委員会は，職員（企業職員，病院事業職員及び技能労務職員を除く。以下
同じ。）の給与を検討するため，本年４月現在で職員給与実態調査を実施した
が，その結果は，次のとおりである。
　⑴　職員構成
　職員構成の状況は，表－１のとおりであり，職員数は３０,９８８人となってい
る。
　職員は，その従事する職務の種類に応じ，行政職，公安職，海事職，教育
職，研究職，医療職及び福祉職の７種１１給料表並びに任期付職員及び任期付
研究員の給料表の適用を受け，その平均年齢は，４２.４歳である。
　また，学歴別人員構成は，大学卒７９.８％，短大卒６.６％，高校卒１３.６％，性
別人員構成は，男性５８.０％，女性４２.０％となっている。

　　表－１　職員構成の状況

　⑵　平均給与月額
　平均給与月額は，表－２のとおりであり，職員全体では３９４,１７１円となっ
ており，うち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（新規学
卒の採用者等を除く。）では３８０,８１７円となっている。

　　表－２　職員の平均給与月額
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平 均 経 験 年 数平　均　年　齢職　　　員　　　数

２０.１年４２.４歳３０,９８８人

性別人員構成比学歴別人員構成比

女　性男　性中学卒高校卒短大卒大学卒

４２.０％５８.０％０.０%１３.６％６.６％７９.８％
（注）　育児休業中及び公益的法人等派遣の職員等を除く（次表について同じ）。

計その他住居手当扶養手当管理職手当地域手当給　料

３９４,１７１円４６７円５,０３９円７,９６０円４,９８６円２２,０８６円３５３,６３３円全 職 員

３８０,８１７円１７１円５,５６３円８,８８０円８,１９３円２１,５２８円３３６,４８２円うち　　
行政職員

（注）１　給料には，給料の調整額及び教職調整額等を含む。
　　　２　その他には，初任給調整手当，単身赴任手当（基礎額）等を含む。
　　　３　行政職員とは，行政職給料表の適用を受ける職員のうち，新規学卒の採用者等を除いた職員。



２　民間給与の現状
　本委員会は，職員の給与と民間の給与との精確な比較を行うため，企業規模
５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以上の県内の民間事業所１,２８４のうち２６２事
業所について，職種別民間給与実態調査を実施した。
　調査では，公務に類似すると認められる職種の職務に従事する者１２,３３４人に
ついて，給与改定の有無にかかわりなく，本年４月分として個々の従業員に実
際支払われた給与月額等を実地に調査した。同時に，各企業における給与改定
の状況等についても調査を実施した。また，民間事業所における昨年冬と本年
夏の特別給の状況等を把握するため，昨年８月から本年７月までの直近１年間
の支給実績について調査した。
　調査完了率は，各民間事業所の御協力を得て，本年も８４.３％と高いものと
なっている。
　調査結果については，次のとおりである。
　⑴　初任給の状況
　新規学卒者の採用を行った事業所の割合は，表－３のとおり，大学卒で
３３.８％（昨年３２.０％），高校卒で３１.７％（同３２.４％）となっている。そのうち
初任給について，増額した事業所の割合は，大学卒で４６.３％（同４３.７％），高
校卒で４４.０％（同５１.８％），据え置いた事業所の割合は，大学卒で５３.７％（同
５６.３％），高校卒で５４.５％（同４６.８％）となっている。

　　表－３　民間における初任給の改定状況
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新規学卒者
の採用なし

新規学卒者
の採用あり

項目

企業規模

初任給の改定状況
学
歴 減　額据置き増　額

％
６６.２

％
－

％
（５３.７）

％
（４６.３）

％
３３.８規 模 計

大
　
学
　
卒

５６.９－（３２.３）（６７.７）４３.１５００人以上

６８.６－（８１.０）（１９.０）３１.４１００人以上
５００人未満

８３.３－（６６.７）（３３.３）１６.７ ５０人以上
１００人未満

６８.３（１.５）（５４.５）（４４.０）３１.７規 模 計
高
　
校
　
卒

６９.７－（３８.７）（６１.３）３０.３５００人以上

６２.８－（６８.９）（３１.１）３７.２１００人以上
５００人未満

７７.８（１２.５）（５０.０）（３７.５）２２.２ ５０人以上
１００人未満

（注）（　）内は，新規学卒者の採用がある事業所を１００とした割合である。



　⑵　給与改定の状況
　民間事業所における給与改定の状況は，表－４のとおりであり，民間事業
所においては，一般の従業員（係員）について，ベースアップを実施した事
業所の割合は３８.４％（昨年４０.５％）となっており，昨年に比べて２.１ポイント
減少している。
　また，民間における定期昇給の状況は，表－５のとおりであり，一般の従
業員（係員）について，定期に行われる昇給を実施した事業所の割合は
９６.１％（昨年９５.９％）となっている。昇給額については，昨年に比べて増額
となっている事業所の割合は２７.１％（昨年２８.０％），減額となっている事業所
の割合は５.８％（同２.０％）となっている。

　　表－４　民間における給与改定の状況

　　表－５　民間における定期昇給の実施状況

３　職員と民間従業員の給与比較
　⑴　月例給
　前記の職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき，職
員にあっては行政職，民間にあっては公務の行政職に類似すると認められる
職種の者について，個々人の主な給与決定要素である職種，役職段階，年齢
などを同じくする者同士を対比させるラスパイレス方式で，本年４月分の給
与額を比較した。
　較差の状況については，表－６のとおりであり，民間給与が職員の給与を
１人当たり３９３円（０.１０％）上回っていることが明らかになった。 
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ベースアップ
の 慣 行 な しベースダウンベースアップ中止ベースアップ実施

項目
役職
段階

％５３.３％－％８.３％３８.４係　員

６２.７－１１.９２５.４課長級
（注）　ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり

項目

役職
段階

定期昇給
中　　止

定期昇給実施

変化なし減　額増　額
％３.９％－％６３.２％５.８％２７.１％９６.１％９６.１係　員

１１.７－５９.２４.１２５.０８８.３８８.３課長級
（注）　定期昇給の有無が不明，定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離することができない事業
　　　所を除いて集計した。



　　表－６　公民給与の較差

　⑵　特別給
　本年の職種別民間給与実態調査の結果，昨年８月から本年７月までの１年
間において，民間事業所で支払われた賞与等の特別給は，表－７のとおり，
平均所定内給与月額の４.５１月分に相当しており，職員の期末手当・勤勉手当
の年間平均支給月数（４.４５月）を上回っている。

　　表－７　民間における特別給の支給状況

４　物価及び生計費の動向
　本年４月の小売物価統計調査（総務省）に基づく消費者物価指数は，昨年４
月に比べ，全国で０.９％，水戸市では１.３％それぞれ上昇している。
　また，本委員会が家計調査（総務省）を基礎に算定した本年４月の水戸市
（調査対象世帯数９６世帯）の２人世帯，３人世帯及び４人世帯の標準生計費は，
それぞれ１２５,８８０円，１６５,２５７円及び２０４,６２１円となっている。
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較　差Ａ－Ｂ

（ Ａ－Ｂ　　　 ）　　　 ×１００Ｂ　　　
職員給与Ｂ民間給与Ａ

 ３９３円
（０．１０％）３８０，８１７円３８１，２１０円

（注）　民間給与，職員給与ともに，本年度の新規学卒の採用者等は含まれていない。

事務・技術等従業員
区　分

項　目

３４６,００１円（Ａ１）下 半 期
平均所定内給与月額

３４８,３９３円（Ａ２）上 半 期

７９３,９９２円（Ｂ１）下 半 期
特 別 給 の 支 給 額

７７２,２６４円（Ｂ２）上 半 期

２.２９月分Ｂ１［    ］Ａ１下 半 期
特 別 給 の 支 給 割 合

２.２２月分Ｂ２［    ］Ａ２上 半 期

４.５１月分特 別 給 の 支 給 割 合 年 間 計

（注）　下半期とは平成３０年８月から平成３１年１月まで，上半期とは同年２月から令和元年７月までの期間をいう。



５　給与制度等をめぐる動向
　⑴　国の動向
　人事院は，本年８月７日，国会及び内閣に対し，職員の給与等に関する報
告及び勧告を行い，併せて，公務員人事管理に関する報告を行った（巻末掲
載）。
　主な給与等の報告及び勧告は，次のとおりである。
ア　民間給与との較差（０.０９％）を埋めるため，俸給表の水準を引上げ
イ　ボーナスを引上げ（０.０５月分），民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に
配分
ウ　住居手当の支給対象となる家賃額の下限を引上げ，その原資を用いて手
当額の上限を引上げ

　⑵　都道府県の動向
　国家公務員の行政職の職員の俸給と本県のこれに相当する行政職の職員の
給料について，国家公務員の俸給を１００とし，ラスパイレス方式で比較した
ところ，平成３０年４月１日現在，本県のラスパイレス指数は１０１.０（地域手
当補正後は９９.７）である。
　各都道府県のラスパイレス指数の状況は，表－８のとおりとなっている。

　　表－８　都道府県の給与比較
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１０１以上１００以上
１０１未満

 ９９以上
１００未満

９８以上
９９未満９８未満ラスパイレス指数

団体10団体15団体11団体7団体4団 体 数

4171295団体数（地域手当補正後）



　むすび
　職員の給与決定等の基礎となる諸条件は，以上のとおりである。これらを総合
的に検討した結果，本委員会の見解は，次のとおりである。

１　職員の給与
　⑴　公民較差等に基づく給与改定
　職員の給与については，民間の給与をはじめ，国及び他の都道府県の給与
並びに物価及び生計費の動向を総合的に勘案した結果，次のとおり改定する
必要がある。
ア　給料表
　行政職給料表については，人事院勧告に準じて，改定すること。
　行政職給料表以外の給料表についても，行政職給料表との均衡を基本に
改定すること。
イ　期末手当及び勤勉手当
　期末手当及び勤勉手当については，人事院勧告に準ずることを基本とし
て，民間の特別給の支給状況との均衡を図るため，所要の改定を行うこと。

　⑵　住居手当の改定
　人事院は，公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し，手当の支給対象となる家
賃額の下限を４,０００円引き上げるとともに，最高支給限度額を１,０００円引き上
げることとした。
　本県においては，これまで国に準じて見直しを行ってきていることを踏ま
え，人事院勧告に準じて，所要の改定を行う必要がある。
　なお，上記の改定に伴い，手当の支給月額が減ぜられることとなる職員等
については，人事院勧告に準ずることを基本として，所要の措置を講ずる必
要がある。

⑶　任期付職員及び任期付短時間勤務職員の給与
ア　給料表等
　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年茨城県条例第６
号）第５条に規定する任期付職員及び職員の育児休業等に関する条例（平
成４年茨城県条例第５号）第２２条に規定する任期付短時間勤務職員につい
ては，一般職の任期付職員の採用等に関する条例別表第１から別表第５に
規定する給料表を適用している。
　これらの職員の給料表については，相当の期間任用される職員を就ける
べき業務に従事する職というその性質を考慮し，任期の定めのない常勤職
員に適用される給料表によることとし，所要の改正を行う必要がある。
　また，上記の改正が行われることを踏まえ，初任給，昇給，昇格等の基
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準についても，所要の改正を行う必要がある。
イ　単身赴任手当
　任期付短時間勤務職員の単身赴任手当については，所要の改正を行う必
要がある。

⑷　給料の調整額及び特殊勤務手当の見直し
　給料の調整額及び特殊勤務手当については，国の状況及び他の都道府県の
動向等を踏まえ，勤務環境の変化等を考慮し，早急に見直す必要がある。
⑸　給与制度の整備に係る諸課題
　従来から公務をめぐる環境の変化に適切に対応し，所要の制度改正を行っ
てきたところであるが，引き続き，国及び他の都道府県の動向等に留意し，
給与制度の整備に係る諸課題について，検討を進める必要がある。
　交通用具使用者に係る通勤手当については，国及び他の都道府県の動向等
を踏まえ，見直しの検討を進める必要がある。

２　公務の運営
　⑴　人材の確保及び育成
　　ア　人材の確保

　若年人口の減少，民間企業の採用意欲の高まりやいわゆる新卒一括採用
の見直しの動き等により，本県職員を目指す受験者の確保は大変厳しい状
況が続いている。そのような中，複雑かつ高度化する行政課題に的確に対
応し，質の高い行政サービスを提供するためには，公務の担い手となる有
為の人材の確保が重要である。
　このため，本県では，任命権者と連携しながら本県職員を目指す受験者
の増加に向けて，大学等における説明会，県職員ガイダンスやＳＮＳ等を
活用し，県の仕事の魅力ややりがい，男女共に働きやすい職場環境づくり
の取組などの広報を実施してきたところであり，引き続き積極的に取り組
む必要がある。
　さらに，組織活力の向上を図る上では，民間企業における知識や経験等
を持つ多様な人材を採用することが重要であり，平成２９年度から本格的に
実施した社会人採用選考について，引き続き取り組む必要がある。
　障害者の雇用については，本年１月に実施した採用選考から身体障害者
だけではなく，他の障害種別の障害者にも広く門戸を開き，併せて受験資
格等の見直しを行ったところである。今後も障害者の雇用の促進等に関す
る法律（昭和３５年法律第１２３号）等の趣旨を踏まえ，その取組を推進する
とともに，障害者が働きやすい環境づくりに取り組む必要がある。
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イ　人材の育成
　複雑かつ高度化する行政課題に対応していくためには，強い使命感や経
営感覚，豊かな創造力を有する人材の育成が重要である。
　本県では，新規採用職員から管理職までの各職層に応じた研修に加え，
職場研修支援等の各種支援事業を実施するほか，民間企業等への派遣研修，
国，他県，市町村との人事交流等を行っているところであり，任命権者に
おいては，組織の活力を最大限に高めるため，職員の資質向上と意識改革
につながるよう，引き続き人材の育成に取り組む必要がある。
　また，女性職員の更なる活躍を推進するため，女性職員がその能力を十
分発揮できるよう，キャリアの形成の支援や積極的な登用に引き続き取り
組む必要がある。
ウ　能力・実績に基づく人事管理の推進
　職員の士気や意欲を高め，公務運営の活性化を図るためには，採用年次
や試験区分等にとらわれず，能力・実績等に基づいた公正な人事管理を進
めていくことが重要である。
　その基礎となる重要な仕組みが人事評価制度であり，地方公務員法（昭
和２５年法律第２６１号）の一部改正により，平成２８年度から全ての職員を対
象に人事評価制度が本格実施され，平成２９年度からはこれまでの任用面に
加えて，全ての職層の職員に対して評価結果が給与にも反映されるように
なったところである。
　公正性・透明性が高く，実効性のある人事評価制度とするには，職員の
能力や実績を適切に評価するとともに，評価結果に基づく指導・助言を通
じて，職員の意欲の向上や人材育成に努めることが重要である。
　また，人事評価制度を円滑に実施する上で，評価結果に関する苦情への
的確な対応を図ることも必要である。

　⑵　勤務環境の整備
　　ア　勤務時間等に関する取組
　　　ア　長時間労働の是正

　人材確保をめぐる状況が厳しい中，長時間労働の是正は，職員の心身
の健康保持や公務能率の向上の観点から重要な課題であり，ワーク・ラ
イフ・バランスの推進，魅力ある職場づくりや多様で有為な人材確保に
も資するものである。
　本県では，働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律
（平成３０年法律第７１号）による労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等の
改正も踏まえ，本年４月から，職員の勤務時間に関する規則（昭和２６年
茨城県人事委員会規則第８号）において，時間外勤務命令を行うことが
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できる上限を，原則，月４５時間かつ年３６０時間とし，特例として，通常
予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に時間外勤
務をさせる必要がある場合において年７２０時間などとし，各任命権者に
おいて事後的な検証を義務付けたところである。
　また，任命権者においては，長時間労働是正の取組の中で，月８０時間
を超える時間外勤務の未然防止を図るため，本年から月半ばに４０時間を
超えた職員を確認し是正方策を検討するなど，長時間労働の是正に向け
た取組を強化しているところである。これまでの取組を継続するととも
に，各職場においてマネジメント強化を図るなど，職員の時間外勤務の
縮減を推進していく必要がある。
　なお，教育委員会では，文部科学省から「公立学校の教師の勤務時間
の上限に関するガイドライン」等が示されたことから，学校現場におけ
る教職員の長時間労働の是正に向け，具体的な取組を進めているところ
である。引き続き，学校・市町村教育委員会・県教育委員会が相互に連
携して，学校における働き方改革を推進していく必要がある。
イ　仕事と家庭の両立支援
　少子高齢化の進展を背景に，育児や介護の状況が変化する中，仕事と
家庭の両立を図るため，多様で柔軟な働き方が可能となる勤務環境を整
備することが重要な課題となっている。
　本県では，時差出勤制度やテレワークを初めとした各種支援制度を整
備してきたところである。これらの制度が職員の仕事と家庭の両立支援
に活用されている状況が見られることから，引き続き利用状況等の検証
を行い，多様で柔軟な働き方が可能となる勤務環境を整備していく必要
がある。
　また，各種支援制度の活用には，職場の理解と利用しやすい環境の整
備が重要である。そのため，任命権者においては，育児や介護を行う職
員のための支援制度等を周知するガイドブックを作成したり，育児休業
時の収入のモデルケースや男性職員の育児休業の体験談を職員に紹介し
たりするなど，様々な取組が行われているところである。
　より一層の制度利用の促進を図るため，引き続き職員に対する制度の
周知や意識の啓発を行う必要がある。
ウ　心の健康づくりの推進等
　職員が心身ともに健康で，その能力を最大限に発揮できる職場環境を
整えることは，職員自身やその家族ばかりでなく，公務の運営にとって
も極めて重要である。
　本県では，メンタルヘルス対策として，研修会の開催や各種相談制度，
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職場復帰支援制度の実施などに取り組んでおり，特に，過重労働に係る
健康障害防止のための過重労働報告の徹底を図っているところである。
　しかしながら，依然としてメンタル疾患に伴う長期病休者数が多いこ
とから，ストレスチェック制度の効果的な活用により，職場環境の課題
を的確に把握し，円滑かつ速やかに改善措置を講ずるなど，職員の心の
健康づくりにより一層努める必要がある。
　また，心の不調を早期に発見し適切に対処できるよう，引き続き相談
しやすい環境づくりに取り組むとともに，復帰後の職場の受入体制や再
発防止に向けて職員の状況に応じたフォローアップの充実に努めていく
必要がある。

イ　ハラスメント防止対策
　職場におけるハラスメントは，職員の尊厳を傷つけ，その能力発揮を妨
げるとともに，職場の運営にも支障をもたらすものである。
　本県においては，任命権者において，ハラスメントの防止に関する要綱
が制定されており，ハラスメントの防止や対応に係る様々な取組がなされ
ているところである。
　パワーハラスメントについては，パワーハラスメント防止対策等を含む，
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律
（令和元年法律第２４号）が成立し，今後，事業主が講ずべき措置等に関す
る指針について労働政策審議会において審議がなされることとなっている。
国においては，パワーハラスメントの防止対策について新たな防止策を講
ずるとしている。本県においては，国や民間労働法制の動向を注視してい
くことが必要である。
　また，本委員会の苦情相談においても，依然として，ハラスメントに係
る相談が寄せられており，職員の勤労意欲の向上や心身の健康，良好な勤
務環境を実現するために，引き続き取組を進める必要がある。

⑶　定年の引上げ
　人事院は，昨年「定年を段階的に６５歳に引き上げるための国家公務員法等
の改正についての意見の申出」を行い，質の高い行政サービスを維持するた
めには，高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用することが不可欠であり，
定年を段階的に６５歳まで引き上げることが必要とした。
　現在，政府において，人事院の意見の申出を踏まえて検討が行われている
ところであるが，本県においても，国の動向を注視しながら，定年引上げに
関して人事管理や給与制度全般にわたり課題を整理し，対応していく必要が
ある。
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⑷　会計年度任用職員制度の導入
　地方公務員の臨時・非常勤職員については，総数が平成２８年４月現在で約
６４万人と増加しており，教育をはじめとした様々な分野で活用されているこ
とから，現状において地方行政の重要な担い手となっており，適正な任用・
勤務条件を確保することが求められている。
　このような中，地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成
２９年法律第２９号。以下「改正法」という。）が平成２９年５月に公布され，一
般職の会計年度任用職員制度の創設及び任用，服務規律等の整備が図られる
とともに，臨時・非常勤職員について，任用要件が厳格化されたところであ
る。
　令和２年４月の改正法の施行に向け，任命権者において関係条例等が改正
されたところであるが，制度が円滑に導入されるよう，その他所要の準備を
引き続き進める必要がある。
⑸　公務員倫理の徹底
　職員は県民全体の奉仕者であり，高い倫理観を持つことが常に求められて
いる。
　しかしながら，一部の職員によるわいせつ行為，飲酒運転，会計の不適切
な処理等の法令遵守意識に欠ける事案が見られ，県民からの県全体に対する
信頼の低下が懸念されるところである。
　一人の職員の行動が公務全体の信用に大きな影響を与えることを認識し，
県民の信頼に応えるべく，誠実かつ公正に職務を執行するよう，任命権者に
おいて，改めて職員の公務員倫理の徹底と意識向上を図る必要がある。

　人事委員会の勧告制度は，労働基本権を制約されている公務員の適正な処遇を
確保するとともに，人材の確保や労使関係の安定などを通して，公務運営の安定
に寄与しているところである。
　このような本制度の意義や役割に深い理解を示され，別紙第２の勧告を速やか
に実現されるよう要請する。
　職員にあっては，県民の視点に立った，質が高く，効率的な県民サ－ビスの提
供に努め，高い倫理観と使命感をもって全力で職務に専念することを望むもので
ある。
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